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当社鉄道業の輸送人員は、一部特急を除き通常運行としたものの、緊急事態宣
言期間中の外出自粛に伴い４月・５月は定期・定期外合計で半減した。６月以
降は対前年３割減程度で推移している。直近９月については、前年10月の消費
増税に伴う定期先買いの反動減により、通勤定期および定期・定期外合計は先
月より落ち込んでいるものの、定期外は引き続き回復している。

小田急百貨店の売上高は、緊急事態宣言の発出に伴い全店舗で食品フロア以外
を一時臨時休業とした４月・５月は対前年で大きく落ち込んだものの、６月は
特に郊外に立地する町田店とふじさわで大きく回復している。直近９月につい
ては、前年10月の消費増税前の駆け込み需要の反動減により、３店舗共に先月
より落ち込んでいる。

外国人宿泊者比率の高いハイアットリージェンシー東京の稼働率は、入国制限
の影響を受け、４月以降横ばいで推移している。
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新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、営業収益は対前年941億円減収の
1,676億円、営業利益は対前年448億円減益となり191億円の損失となった。
また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、対前年378億円減益となり212億
円の損失となった。

右側に記載している７月時点見込との比較では、営業収益は10億円の減収、営
業利益は66億円の損失改善、親会社株主に帰属する四半期純利益は42億円の損
失改善となった。
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特別利益には、新型コロナウイルス感染拡大に伴う特例措置による政府からの
雇用調整助成金や、地方自治体からの助成金等の受入額を「助成金収入」とし
て計上している。
また、欄外の※印に記載のとおり、緊急事態宣言に伴う臨時休業期間中に発生
した償却費や賃借料等の固定費を、営業費から振り替え、「臨時休業による損
失」として特別損失に計上している。セグメント別の内訳は左下の表に記載の
通りである。

4



連結貸借対照表については、資産合計は、1兆4,116億円と、社債の発行に伴う
現金及び預金の増加などにより、前期末より833億円の増加となった。
負債合計も同様に、社債の発行に伴う有利子負債の増加などにより、1兆456億
円と、前期末より1,075億円の増加となった。
純資産合計は、3,659億円と、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上に伴う
利益剰余金の減少などにより、前期末より242億円の減少となった。
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右上に記載の通り、当決算説明資料より、全てのセグメントにおいて、従前表
示していたセグメント内消去等を含む「調整額」は、各サブセグメントの営業
収益および営業利益に含めた表示に変更している。（変更後の当年度および前
年度第１四半期決算のセグメント情報は別途開示している「ＦＡＱ」に記載）

運輸業は、対前年で378億円の減収、329億円の減益となった。
新型コロナウイルス感染拡大による外出自粛に伴い、当社鉄道業をはじめとし
た各事業における輸送人員の減少や、箱根ロープウェイ等における緊急事態宣
言期間を中心とした運休等の影響を受け、減収減益となった。

下段右側の箱根エリアには、当社鉄道業の一部、箱根登山鉄道を含む箱根交通
各社および箱根リゾートホテルが含まれている。
同エリアの営業収益は、外出自粛や箱根ロープウェイ等の運休に加え、昨年10
月の台風19号の被害による箱根登山鉄道の一部区間運休等の影響により、対前
年で57億円の減収となったものの、箱根登山鉄道が７月23日より全線で運転を
再開したことや、観光需要の回復等により、第１四半期と比較すると回復傾向
にある。

７月時点見込との比較では、営業収益については９千万円の増収と概ね見込通
りとなったものの、当社鉄道業やバス業において費用を削減したことにより、
22億円の損失改善となった。
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輸送人員は、外出自粛の影響を受け、対前年で定期合計が△33.5％、内訳とし
て通勤定期が△20.5％、通学定期が△65.1％となった。定期外は△44.4％とな
り、合計で△37.6％となった。
運輸収入は、輸送人員の減少に伴い、定期合計は対前年で80億円の減収、内訳
として、通勤定期が53億円の減収、通学定期が26億円の減収となった。定期外
は、対前年で177億円の減収、定期・定期外の合計である旅客運輸収入の合計は
257億円の減収となった。
右側に記載の営業費は、費用削減によって人件費や修繕費、「その他」に含ま
れている広告宣伝費等が減少したことにより、合計では対前年18億円の減少と
なった。

7



流通業は、対前年で325億円の減収、34億円の減益となった。
百貨店業において、緊急事態宣言の発出に伴い、食品フロアを除く全てのフロ
アを臨時休業としたことや、外出自粛・入国制限に伴い顧客が減少したことな
どの影響により、流通業全体で減収減益となった。
一方で、下段右側に記載の小田急商事ストア部門の既存店売上高は、外出自粛
に伴う内食需要の高まりによって、対前年で5.1％の増加となった。

７月時点見込との比較では、百貨店業において、新型コロナウイルスの感染再
拡大に伴う外出自粛により顧客が想定より減少したものの、費用削減を行った
ことにより流通業全体で21億円の減収、22億円の損失改善となった。
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不動産業は、対前年で34億円の減収、16億円の増益となった。
営業収益は、分譲業で販売戸数が減少したことや、賃貸業で緊急事態宣言の発
出に伴い一部の商業施設を臨時休業し、入居テナントに対する賃料を減免した
ことなどから、減収となった。一方で、営業利益は、分譲業で当社分譲用地を
売却したことなどにより増益となった。

７月時点見込との比較では、分譲業において仲介収入が高額物件の取り扱いに
より増収となったことや、賃貸業において郊外エリアの商業施設の需要が想定
を上回って回復したことなどにより、19億円の増収、11億円の増益となった。
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その他の事業は、対前年で244億円の減収、101億円の減益となった。
ホテル業における外出自粛や入国制限に伴う顧客の減少に加え、レストラン業
における一部店舗の臨時休業等の影響により、減収減益となった。
下段右側に記載のホテル業の客室稼働率は、外国人宿泊者比率の高いシティホ
テルでは引き続き低下が顕著となっているものの、箱根エリアのリゾートホテ
ルでは第１四半期と比較して回復傾向にある。

７月時点見込との比較では、ホテル業において箱根エリアのリゾートホテルの
需要が想定を上回って回復したことや、企画設計業において受注が増加したこ
となどにより、３億円の増収、10億円の損失改善となった。
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今回公表する業績予想は、再度の緊急事態宣言が発出されず、感染症対策の継
続等により現状の事業環境が継続できることを前提としている。
また参考として記載している、業績予想の前提条件となる今後の回復トレンド
の考え方については、第２四半期実績や事業環境等を踏まえ、７月時点見込か
ら変更している。
なお、実際の感染症の影響や消費動向等により当業績予想は大きく変動する可
能性があり、今後の動向を踏まえ、当業績予想について再度修正が必要となる
場合には速やかに開示する。
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営業収益は対前年1,435億円減収の3,906億円、営業利益は対前年695億円減益
により284億円の営業損失を見込んでいる。
親会社株主に帰属する当期純利益は、対前年520億円減益により321億円の損失
を見込んでいる。

右側に記載している７月時点見込との比較では、営業収益は、運輸業・流通業
などにおいて減収を見込むことなどから100億円下方修正しているものの、各セ
グメントにおいて費用の削減を見込むことにより、営業利益、経常利益、親会
社株主に帰属する当期純利益については７月時点見込を据え置いている。
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当社鉄道業は３月時点で当初想定の８.５割程度まで回復、バス業は当初想定の
８割程度で下期推移、箱根エリアの交通各社は当初想定の６～７割程度で下期
推移するものと想定している。
以上の前提のもと、運輸業全体では、各事業で外出自粛に伴う輸送人員の減少
等の影響により、営業収益は対前年486億円減収の1,245億円、営業利益は対前
年434億円減益により218億円の営業損失を見込んでいる。

７月時点見込との比較では、当社鉄道業を中心に外出自粛による影響を見直し
営業収益は31億円下方修正しているが、費用削減を見込み、営業利益は9億円下
方修正している。
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当社鉄道業については、３月時点で当初想定の8.5割程度まで回復するという前
提のもと、輸送人員は対前年で定期が△28.6％、内訳として通勤定期が△18.2
％通学定期が△56.8％、定期外が△26.3％、定期・定期外の合計で△27.7％を
見込んでいる。
７月時点見込との比較では、テレワークの浸透や定期利用から定期外利用への
移行などを織り込み、定期は下方修正しているが、定期外については概ね据え
置いている。
また、運輸収入は、定期・定期外を合わせた旅客運輸収入計で333億円の減収、
運輸雑収を含めた運輸収入合計で339億円の減収を見込んでいる。
営業費は、昨年度の設備投資に伴う償却費の増加があるものの、修繕費の削減
や動力費の減少により、合計で22億円の減少を見込んでいる。
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百貨店業は当初想定の７～８割程度、ストア・小売業は当初想定の９割程度で
下期推移するものとしている。
以上の前提のもと、流通業全体では、外出自粛や入国制限に伴う顧客の減少等
の影響により、営業収益は対前年475億円減収の1,590億円、営業利益は対前年
79億円減益により36億円の営業損失を見込んでいる。

７月時点見込との比較では、百貨店業において、第２四半期の新型コロナウイ
ルスの感染再拡大に伴う外出自粛の影響と下期の想定を引き下げたことにより
営業収益は50億円下方修正しているが、費用削減を見込むことにより、営業利
益は６億円上方修正している。
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不動産賃貸業は当初想定の９割程度で推移するという前提のもと、不動産業全
体では、分譲業における販売戸数の減少や、賃貸業における緊急事態宣言下の
商業施設の臨時休業に伴う賃料減免等の影響により、営業収益は対前年123億円
減収の681億円を見込んでいる。一方、営業利益は費用の削減により対前年５億
円増益の135億円を見込んでいる。

７月時点見込との比較では、賃貸業において、郊外エリアの商業施設の需要回
復を織り込んだことなどにより、営業収益・営業利益ともに３億円上方修正し
ている。
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ホテル業は当初想定の４割程度、レストラン業は当初想定の７～８割程度で下
期推移するものとしている。
以上の前提のもと、その他の事業全体では、外出自粛や入国制限に伴う顧客の
減少等の影響により、営業収益は対前年443億円減収の679億円、営業利益は対
前年186億円減益により166億円の損失を見込んでいる。

７月時点見込との比較では、ホテル業において箱根エリアの回復を織り込んだ
一方、シティホテルの下期稼働率を見直したことなどにより、営業収益は23億
円下方修正しているが、営業利益は費用削減を見込むことにより据え置いてい
る。
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当社では、利益還元については、業績向上の成果として連結配当性向30％を目
安に安定的な利益配当を継続していくことを基本方針としている。当年度の業
績予想における親会社株主に帰属する当期純利益は、新型コロナウイルス感染
拡大の影響により大幅な損失となる見通しにある。
こうした未曽有の厳しい経営環境、業績見通しおよび財務状況を踏まえ、中間
配当は財務基盤の安定を図る観点から誠に遺憾ながら見送りとし、期末配当予
想については安定的な利益配当を行う観点から、前期実績と同額の１株当たり
10円とする。これにより、年間配当予想は前期実績から11円減配の１株当たり
10円となる。
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